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【Point】・マネジメント会社と専属マネジメント契約を締結したアイドルグループのメンバー

の労働者性が認められ、同契約中の違約金条項が労働基準法 16 条に照らして無効

とされた事例 

【事案の概要】 

X（原告）は、アーティスト・タレントの

育成・マネジメント等を行う株式会社であ

り、Y（被告）は、Xと専属マネジメント契約

を締結した個人で、X が専属的にマネジメン

ト及びプロデュースを行うアイドルグループ

の元メンバーです。

X と Y の専属マネジメント契約には、Y は

X に専属するタレントとして X の指示に従い

芸能活動を誠実に遂行するものとし、Y がこ

れに違反した場合には、違反 1 回につき 200
万円を支払う旨の違約金条項が設けられてい

ました。

グループとしての芸能活動は、ライブ活

動、CD のレコーディング、メディア出演、

ファンとのオフ会の参加のほか、歌・ダンス

のレッスン、リハーサル・打合せへの参加、

YouTube の撮影、チケットの手売りなど、多

岐にわたっていました。主に X 代表者の友人

である A が仕事を獲得しており、A は、メン

バーに対して、直接又は X 代表者の息子であ

りメンバーの一員である B を通じて、活動内

容の指示を出していました。

Y の業務の決定フローとしては、B が、グ

ループの仕事を獲得した A から連絡を受け、

グループの知名度を上げる仕事は原則断らな

いとの方針の下、これを受けるかどうかを決

定し、メンバー共通のスケジュール共有アプ

リに予定を入力することになっていました。

メンバーは、仕事と私用が重なる場合には極

力仕事を優先するよう要望を受けており、完

全な休日は週 1 日であり、アルバイト等の副

業は実質的に困難な状況となっていました。

Y は、グループの活動中に適応障害と診断

され、グループのコンサートやそれに向けて

のリハーサル、その他各種イベントを合計 4
回欠席し、その後、X に対して、グループの

専属マネジメント契約の解除とグループの脱

退を通知しました。これに対し、X は、Y に

対して、4 回の無断欠席とグループからの無

断脱退がそれぞれ契約違反を構成するとし

て、違約金条項に基づき、違約金 1000万円か

ら未払報酬を控除した 989 万円の支払を求

め、提訴しました。

労働基準法 16 条では、労働契約の不履行に

ついて違約金や損害賠償額の予定を定めるこ

とが禁止されているところ、当該違約金条項

が同条に抵触しないかどうかの判断にあたっ

て、Y の労働者性（労働基準法上、「労働

者」として保護を受けるか否か）が争点とな

りました。

【判断の概要】

労働基準法上の「労働者」性について、契

約の形式ではなく実質的な使用従属性の有無

に基づいて判断されるべきとした上で、①指

揮監督下の労働か否か、②報酬の労務対償

性、③その他の補強要素の各考慮要素につい

て、以下のとおり判断しています。

すなわち、①について、契約条項に Y が X
の指示に従い芸能活動を誠実に遂行する義務

が定められているところ、当該義務は違約金

条項の存在によりもはや単なる努力義務では

なかったこと、A が主に B を通じて仕事のス

ケジューリングを決めて、時間的にも場所的

にも拘束した上で活動内容に関する指示を与

えており、その指示に従わなければ違約金を

支払わされるという状況にあったこと、仕事

と私用が重なる場合にはできる限り仕事を優

先することがメンバー間で了解事項となって

いたことなどを指摘した上で、「Y は、X の

指揮監督の下、ある程度の時間的場所的拘束

を受けつつ業務内容について諾否の自由のな

いまま、定められた業務を提供していたもの

であるから、X の指揮監督下の労務の提供で

あったと認められる。」と判示しています。

【裁判例紹介】 

アイドルグループのメンバーに労働基準法上の労働

者性が肯定された事例
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②については、Y は、X から定額の月額報酬

が支払われており、グループ加入当初は低か

った月額が、在籍期間が長くなるにつれて漸

次増額されていると指摘した上で、労務の対

償としての固定給を支払っていたと判示して

います。③については、諸経費が実質的には

X の負担であること、交通費も X が負担して

いたこと、X から Y へ固定給が支払われてお

り、生活保障的要素が強いことなどを考慮し

ています。そして、これらを踏まえた結論と

して、Y の労働者性を認め、違約金条項は労

働基準法 16 条に違反するため無効であるとし

て、X の請求を棄却しました。

【検討・コメント】

本判決は、昭和 60年 12月 19日の労働基準

法研究会報告「労働基準法の『労働者』の判

断基準について」が示した判断基準に依拠し

ながら、アイドルグループの活動実態とし

て、Y が X に対してマネージメント・プロデ

ュースを委任したという形を採りながらも事

実上は X の指示に従って諸活動に従事してい

た点を指摘した上で、Y に仕事の諾否の自由

がなかったと評価したものであり、「契約の

形式」（専属マネジメントという委託契約）

と「仕事の受け方の実態」が大きく異なるも

のと解釈した例として、実務上参考になりま

す。また、Y の諾否の自由、業務遂行上の指

揮監督の有無、拘束性の有無の各判断におい

て、違約金条項の存在（及び金額）を重視し

ている点 1、並びに、XY 間の指揮監督関係の

有無の判断において、X の社員ではない A や

メンバーの一員である B が介在する指揮命令

系統の存在を認めた点に本判決の特徴があり

ます 2。他方、本判決では、労働者性を肯定す

る一要素として、諸活動に「時間的場所的拘

束」が認められていますが、その活動時間全

てが「労働時間」となるという趣旨であるか

は、判旨が明確ではないように思われます。

また、本件で問題になった労働基準法上の

「労働者」は、実態を見て客観的に判断され

るため、契約の形式・名称で決まるものでは

ありません。これが問題となり得る一つの類

1 細川良「判批」労働法律旬報 2036 号（旬報社、2023 年）25 頁、河津博史「判批」銀行法務 21（経済法令研究

会、2024 年）908 号 70 頁参照。 
2 細川・前掲 1、小西康之「判批」ジュリスト 1586 号（有斐閣、2023 年）5 頁参照。 
3 宮本悦子・政府参考人答弁（第 211 回国会参議院内閣委員会第 11 号・令和 5 年 4 月 25 日 No.105） 

型として、業務委託契約の下で働く「フリー

ランス」が挙げられます。令和 6 年 11 月 1 日

には「特定受託事業者に係る取引の適正化等

に関する法律」（いわゆるフリーランス新

法）が施行予定ですが、同法の実務対応にお

いても、今一度この点に十分注意が払われる

必要があります。

すなわち、フリーランス新法には、フリー

ランス（「特定受託事業者」（同法 2 条 1
項））に対して業務委託を行う場合、フリー

ランスに係る「取引の適正化」と「就業環境

の整備」のための規定の遵守が定められてお

り、同法施行後は、これらを遵守した実務が

求められることとなります。もっとも、その

際に注意すべきなのは、「契約の形式は特定

受託事業者に該当するものの、実質的に労働

基準法上の労働者と判断されれば、労働基準

関係法令が適用され、フリーランス新法は適

用されない」と解されていることです 3。その

結果、フリーランス新法上の特定受託事業者

であることを前提に措置を講じていた「フリ

ーランス」について、後になって、実態は労

働基準法上の労働者であると判断された場合

には、むしろ労働基準関係法令のみが適用さ

れることになります。これは、「実は無用な

フリーランス新法に基づく対応であった上、

労働基準法違反であったという評価になる」

という事態であり、コンプライアンスの観点

からは結果的に間違った取組であったという

ことになります。

フリーランス新法の施行に先立ち、同法を

遵守する社内体制を整えることはもちろん重

要な課題ですが、このような事態を避けるた

めにも、併せて、フリーランスとの契約関係

に関し、本判決を含めた過去の先例に照らし

て「そもそも労働者というべき実態がない

か」を再確認する機会にしていただくのがよ

いと考えます。

以上
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